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はじめに

総務省統計局は２０１９年９月、日本の総人口が減少しているなかで、６５歳
以上の高齢者人口は３５８８万人と過去最多となり、総人口に占める割合は
２８．４％となったと発表した１。高齢化や単身化による世帯の構造変化は消
費構造を大きく変えている。実際に近年の消費構造の変化として次の様な
ことがあげられている。まず、消費支出のうちで大きな割合を占める食料
品への支出は２０１４年４月の消費税引き上げに伴う価格上昇があることや、
健康志向の高まりや、単身化・共働き化による調理食品や外食などの支出
の増加がみられる。また、エネルギー消費は省エネ家電の普及や自動車の
燃費性能の向上などで減少している。耐久財については、２０１４年初めまで
行われた取得促進策によって自動車や家電製品などが高い伸びを見せたが
その後その反動で減少した。衣料品などの半耐久財は衣料品の廉価傾向で
購入支出が長期的に減少傾向にある。所得の変化、働き方の変化による需
要の変化、技術の向上による効率化など、消費構造の変化の要因が明らか
になってきた。また、人口構造の高齢化は家計における高齢者世帯の増加
につながっており、その結果高齢者世帯の所得構造や消費構造を把握する
重要性が高まっていると考える。

本稿は消費構造の時系列変化とその要因を明らかにし、増加し続ける高
齢者世帯の生活の変化を示した。

１ 高齢者の人口
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Ⅰ．研究の流れ

使用するデータは総務省統計局「全国消費実態調査」２の勤労者データで
ある。１９５９年に第１回調査が実施され、２０１４年まで５年毎に調査が実施さ
れている。２０１４年の第１２回の調査規模は２人以上の世帯は５１，６５６世帯、単
身世帯は４，６９６世帯であった。研究は大きく２つに分かれる。
１ 消費構造の時系列変化

全体の分析では、１９５９年から２０１４年までの１２時点の勤労者世帯平均の
データを用いた。年齢別分析ではデータの整っている１９８４年から２０１４年を
対象とした。

①まず勤労者の経済基盤を知るために可処分所得、消費支出、平均消費
性向の動向を調べた。
②消費構造の時系列変化…１９７９年までは５大費目で調査が行われていた
ため中分類を分類し直し１０大費目に合わせた。完全な対応ではないため
差異が生じている可能性もあるがこの値での分析とした。
この期間は戦後すぐに生まれた団塊の世代の成長とも重なり、団塊の世

代がどのような消費生活を送ってきたかを示すことができる。２００９年、団
塊の世代は６０歳を超え、定年退職後の各世帯は、勤労者世帯、無職世帯、勤労
者以外の世帯に分かれ、収入においても、支出においても大きく異なる生活
を送ることになった。その現状を分析し、高齢者の今後の生活を展望する。
２ 世代研究

世代研究ではコーホートという概念が使われる。コーホートとは、「出
生をほぼ同時期にする人間の集団」のことで、世代（「団塊世代」、「団塊
ジュニア」など）という考え方を分析視点に取り入れたコーホート分析法
は、①年齢効果、②時代効果、③コーホート効果の３つの効果に分解する
ものである。

データは、勤労者対象とし１９８４年から２０１４年までの７時点、５歳刻みの
データを使用した。コーホートは１９３０～１９３４年生まれから１９９０～１９９４年生

２ 総務省統計局「全国消費実態調査」１９５９年～２０１４年
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まれまでを対象とし、１３コーホートとした。そのうち戦後の経済変化とと
もに年を重ねてきた「団塊の世代」を中心に考える。

Ⅱ．先行研究

１ 消費構造の時系列変化
中部社研 経済分析・応用チーム（２００７）は近年（１９８４～２０１４年）の消

費構造変化について、世代別に分析している。分析では世代を若年世代を
３５歳未満、子育て世代を３５歳以上６５歳未満、高齢世代を６５歳以上としてい
る。要約すると、以下のとおりである。

①時系列的には生活必需品の割合の低下、交通・通信への支出割合の急
激な増加、教育、保健医療の増加がある ②世代別にどの世代でも交
通・通信の支出割合の拡大が目立つ ③若年世代は交通・通信の割合増
加が大きく家計を圧迫、子育て世代は教育の支出割合が近年大きく拡大、
高齢世代は保健医療への支出割合が拡大傾向にある ④高齢世代の消費
は、年金や貯蓄の計画的な取り崩しに頼っているため、その時々の経済
の動向には他世代より影響されにくい。高齢世代の消費が消費全体に占
める割合は３分の１以上である。
消費の動向については、久我（２０１８）が「なぜ消費は活性化しないのか

活性化を拒む６つの理由」をまとめている。
①経済不安―現役世代の厳しい雇用環境、社会保障不安、高齢者の生活
防衛意識の強まり ②高齢化の進行―世帯当たり消費額の減少、賃金増
の影響を受けにくい高齢者世帯の増加 ③お金を使わなくてもすむ現代
の消費社会―商品・サービスの低価格化や高機能化、シェア消費 ④価
値観の変容―消費欲求の弱まり、スマート消費で消費性向の低下 ⑤欲
しいモノ・サービスがない ⑥統計上の課題―シェア消費やケータイ払
いなどの十分にとらえられていない消費もある

２ 世代研究
高齢世代の消費が注目されている中で、団塊の世代（１９４７～１９４９年生）

が２０１４年に高齢者（６５歳以上）になった。堺屋（１９８０）によって命名され
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たこの世代については、団塊という巨大集団がある年齢に達するたびに巨
大需要を作り出し、通り過ぎた後には供給過剰による停滞が残ると、将来
の日本社会を示唆したものとされている。団塊の世代の特徴を次のように
述べている。

①「戦争とモノ不足」を知らない「最初の日本人」 ②その人生の最初
から経済高度成長の中に育った―もの心ついた頃から約３０年間、日本の
経済は高度成長を続け、社会は著しく安定していた（１９６０年～１９９０年）。
③生まれながらにしてテレビがあった―テレビは平等のメディアである。
情報は全国一律になり、階級や学歴による差も、地域による違いもなく
なった。この結果、団塊の世代は平等主義になった。一方で平等社会で
の「小さな差」に競争意識を燃やした。受験勉強、職場での長時間勤務、
持ち家のための貯蓄など、いつも「何かをせねば」という焦りと「周囲
に嫌われたくない」という気持ちを持っていた。
由紀（２００３）は、団塊世代の時代的経験を、「幼くして民主主義教育を

受ける」「学生として乱を起こす」「若者として歌う」「サラリーマンとし
て惑う」として、最後に「日暮れて道はなく、課題はある」とした。

団塊の世代自身が誤解しているように見受けられるとした指摘は、以下
のとおりである。

この世代が先頭になって何かを始めたとか、何かを成し遂げたというよ
うなことはなかった。社会全体から見ればこの世代は、消費者として第一
に存在したというしかない。

次いで、三浦（２００５）は『団塊の世代を総括する』として、団塊世代の
社会的責任を問うている。成長の流れは以下のとおりである。

①「消費する若者」当時の若者世代として膨大な消費世代となった。新
たな消費感覚を示した世代

②「ニューファミリーの光と影」ニューファミリーの中で、団塊世代の女
性たちは、家事と育児をこなしながらそれだけでは満足しきれなかった

③「マイホーム主義の末路」恋愛結婚や友達夫婦という特性を持つ団塊
世代家庭：子育てに失敗した世代

④「存在理由が問われる定年後」
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これから彼らに求められる役割について、起業し若者を雇用せよと述べ
ている。

堺屋（２００５、a）は広義の団塊世代を１９４７～１９５１年の５年間に生まれた
世代として、①戦争を経験せず、また物資不足を実感しないで成長したの
で本当の意味での物資不足を知らない、②高度経済成長とともに成長し、
安定成長、バブル時代を経験しているので、バブル崩壊後もまたいつか復
帰出来ると考えている、③終身雇用、年功序列の職場を当然と考え、それ
を前提にモーレツ社員として家庭生活を犠牲にしてでも働き、交際費が比
較的潤沢に使える社用族であり、住宅は郊外一戸建てを理想とし実現もし、
子供にも高学歴を与えることを重視してきた（ジャパニーズ・ドリーム）、
④順応性は高い、とした。

団塊の世代の軌跡は戦後消費社会の成長と重なり、①昭和３０年代前半：
三種の神器、漫画週刊誌の創刊、②高校生時代：「ハイティーン」ブーム、
③２０歳代：「ヤング」市場（ファッション、ファーストフード）、若者文化
の担い手、④結婚適齢期「ニューファミリー」、マイカー、⑤４０歳代：住
宅ブーム（１９８４～９６年住宅建設年平均１５０万戸）を示した。ところが、熟
年を迎えようとした１９９０年、社会主義とバブル景気が崩壊、２０世紀型規格
大量生産時代が終り、９０年代から始まった２１世紀文明は、情報化、多様化、
省資源化をめざす知恵の値打ち時代に入り、団塊世代は不安と苦悩を感じ
ているとしている。

今後について団塊の世代はかつてないほど活気あふれる６０代となり、日
本経済復活の原動力となる可能性を秘めている。団塊の世代の労働力は年
金兼業型労働に向かい、農業や新たな産業に活用され可処分所得が増え消
費が活性化するというのである。今後のシナリオは①福祉を民営化して財
政負担を軽減する、②働き続ける６０代が巨大な６０代市場を形成するとし、
団塊の世代の労働力を活用し、団塊のマーケットに切り込んだ企業が新し
い勝ち組と呼ばれるとした。

その後、堺屋（２００５、b）は団塊世代と共に去ったものとして、①受験
戦争が終わり大学全入時代となる、②学園闘争が終わり大学のテーマパー
ク化（テーマさえない「ただのパーク化」）③郊外住宅ブームが終わり都
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会回帰現象、④終身雇用、年功序列時代が終わり、実力主義、実績主義時
代へ、⑤勤勉貯蓄の習慣が終わり、貯蓄率低下が進行、⑥国民としての要
求水準が変化し、ダメな国日本、二流国日本への諦めが強まり、⑦絶対平
和主義の時代が終わり、憲法改正の機運が生まれてきているとしている。

ついで堺屋（２００５、c）は、「団塊の世代が幸せに暮らすための「財政学」
と「家政学」」において、「財政学」としては、いかに高齢化にふさわしい社
会構造をつくるか、団塊の世代が７０歳まで参加できる職場を拡げるかにか
かっているとし、「家政学」では、団塊の世代の家計は、１０年上の世代の同
年齢期と比べると、少し貧しくなっているといわれていること、５０代前半
時点で比べると、団塊世代の方が金融資産は増えているがそれ以上に住宅
ローン残高が増えているので、純資産は少なくなっていること、これは第１
にバブルの影響であり、団塊世代にはバブル時代の高値で住宅を買った人
が多く、第２にはバブル崩壊後の不況で、団塊の世代は５０代になってから収
入が伸びなかったことによる。しかし９０年代はデフレで物価は下がり気味
だから実質資産は減らなかった。そして収入の伸びが４０代から止まってい
る１０年後の世代よりは豊かな生活が送れるとみられること、高齢者時代に
適した社会を実現するのが団塊の世代の役割であり課題であるとしている。

天野編（２００１、p.１９）は団塊世代のジェンダー問題について指摘して
いる。団塊世代論はその多くがジェンダーと無縁に語られている。要因の
一つは、団塊世代論の多くが、経済第一主義の支配的価値のもとで、彼ら
が「何を獲得したのか」の「持つ様式」のみを議論の対象とし、「どのよ
うな関係を育てたのか」の「関係を築く様式」を議論の対象から外してき
たことにあるとしている。

高齢者の貯蓄行動について、ホリオカ（２０１８）は日本では、働いている
高齢者世帯は正の貯蓄をしているが、彼らの貯蓄率は若い世帯よりも低い。
退職後の世帯は資産を取り崩しているが、退職後の高齢者世帯が資産を取
り崩す傾向は年々緩やかに強まっており、この傾向は主に社会保障給付の
削減によるものである。退職後の世帯はその資産の取り崩し率は非常に小
さく、２～３％に過ぎない。ライフサイクル仮説が予測しているほど高く
はなく、取り崩し率は低い傾向にある。その要因は、遺産動機、予備的貯
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蓄等と考えられるとしている。
また、宮本（２０１４）は団塊世代論の中心問題を、現代社会論の視点から

整理している。団塊の世代のライフサイクル、ライフコースを構成するラ
イフステージは戦後日本社会の変動の諸段階そのものと対応している。ま
た２１世紀の日本社会における団塊の世代の社会的位置と役割は近代の社会
システムの構想に関わっており、団塊の世代論は戦後日本社会論、現代日
本社会論そのものであるとしている。
３ 課題

以上の議論をもとに、本稿では以下の課題について論じる。
⑴ 消費構造の変化とその原因を探る

この時代を生きた団塊の世代の動向は、まさに日本経済の発展と共に生
きてきたとされている。そこで経済の影響を中心に年齢別に見た消費構造
の変化、所得と消費のバランスについて明らかにする。
⑵ 高齢者の就業状況による消費行動や貯蓄行動の違いを明らかにする
⑶ 団塊の世代は１０年上世代に比べ貧しいと言われている。１０年上の世代

と１０年下の世代に比べての団塊の世代の位置付けは何か
⑷ 団塊の世代の６０代は明るいという仮説は正しいか

仮説：団塊の世代はかつてないほど活気あふれる６０代となり、労働力は
年金兼業型労働に向かい、可処分所得が増え消費が活性化する

Ⅲ．研究結果

１ 消費構造の時系列変化
⑴ 可処分所得・消費支出・平均消費性向の時系列変化
図表１に可処分所得、消費支出、平均消費性向３の時系列変化を示した。

１９６０年７月池田首相は「国民所得倍増計画」を発表している。可処分所得は
１９７９年までは対前回比５０％を超える急激な上昇をし、１９９４年までは同１０％
を超える上昇であった。１９９４年、１９９９年にピークを持ち、２００４年、２００９年は

３ 使用した数値は名目値とした。

消費構造の時系列変化と高齢者世帯の生活

３１



50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

1959 1964 1969 1974 1979 1984 1989 1994 1999 2004 2009 2014

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1984 1989 1994 1999 2004 2009 2014
50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1984 1989 1994 1999 2004 2009 2014

減少した。消費支出も同じ動きを示した。平均消費性向は１９７９年までは
９０％を超えており、平均消費性向が８０％を切るのは、全体では１９９９年である。

次に図表２から図表７に年代別の推移を示した。
可処分所得は３０歳未満、３０～３９歳では１９８４年から１９９４年まで対前年比

１０％以上の増加があり以後はほぼ横ばいである。４０～４９歳、５０～５９歳は増
加は同じだが、１９９９年以後減少である。これらの年代の消費支出は可処分
所得とほぼ同じ１９９４年までは増加し、そのあとほぼ横ばいか減少である。
６０～６９歳は９０年代までの可処分所得の増加は見られたが２０００年以降の減少
が大きく、一方で消費支出はそれに対して減少が大きくないため平均消費
傾向は高くなった。特に２００９年の社会保障制度の変革の所得減少によって
平均消費性向は大きな値となった。７０歳以上ではバブル期の１９８９年の可処

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１ 可処分所得・消費支出・平均消費性向

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表２ ３０歳未満
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表３ ３０～３９歳
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分所得が突出して高く、この年における所得の高低差が大きかったことが
わかる。その後６０～６９歳と同様に２００９年の所得減少で平均消費性向が大き
な値となった。平均消費性向は３０歳未満は１９９９年以降はほぼ８０％前後、３０
～３９歳は１９９９年に８０％を切り、下降し７２％まで下がる。４０～４９歳は７５％ま
で下降、５０～５９歳は１９９４年と１９９９年に７０％台に、その後８０％前後となって
いる。５０～５９歳は、１９９４年、１９９９年のバブル期後に可処分所得の増加が大
きく、これが７０％台になった理由である。

⑵ 消費構造の時系列変化
図表８に消費支出に対する１０大費目の構成比の変化を示した。
日本の経済の成長と合わせで説明すると以下のとおりである。
① １９５５年から１９７３年まで：高度経済成長期
１９５５年から１９７３年まで日本の実質経済成長率は年平均１０％を超え、高度

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表４ ４０～４９歳
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表５ ５０～５９歳

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表６ ６０～６９歳
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表７ ７０歳以上
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経済成長期に入った。第１回調査の１９５９年は食料費が消費支出の４５％を占
め、エンゲル係数４５％である。諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金など
のその他の消費支出が１７．１％、被服が１１．６％を占め、これらが主要３大支
出であった。ダイエーが１９５７年に設立されている。

② １９７３年：第１次オイルショック
１９７３年は第１次オイルショックの年であったが、翌年の１９７４年の調査で

は１９５９年に比べて食料費は約１０％減少、その他の消費支出は５％増、被服
は１％減となった。直前の１９６９年と１９７４年はこの主要３費目とも横ばいで
安定していた。被服費に関連するが、ユニクロは１９７４年に設立された。

③ １９７９年：第２次オイルショック
食料費は続いて４．１％減、その他の消費支出は２．１％増と続き、支出費目

の第３位の地位は被服から交通・通信に変わった。被服は減少傾向が強ま
り、交通・通信は車の普及に合わせて自動車関連費が大きく増加した。

④ １９８９年から１９９１年まで：バブル期
モノは飽和状態となり、生活必需品購入よりも心の豊かさを求める傾向

があり、その他の消費支出が最多割合になり、また教養娯楽が４番目に大

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表８ 消費支出に対する１０大費目の構成比の変化
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きな割合を占める構造になった。
⑤ １９９９年から２００９年まで：バブル期後
通信が携帯電話の普及により大きく増加、一方でその他の支出が減少し、

ピークであった１９９４年に比べて７．１％減少した。
⑥ ２００９年後：リーマンショック後
その他の消費が最多支出の時代が続いていたが、食料費が最多に、２０１４

年の増税による価格高、外食、加工食品の増加などが影響した。
以上のことから経済要因の影響が大きいことがわかる。
⑶ 年齢別消費構造変化
図表９から図表１４まで、年齢別消費支出の構成比の変化を示す。
① ３０歳未満
期間中各費目の変動が激しい。１９８４、１９８９年は支出割合の多い４費目

（食料、その他の消費、交通・通信、住居）は変わらない。バブル後の
１９９４年に住居費割合が増加し３位になり、以後その割合は横ばいになった。
交通・通信は１９８４年の１２．８％から２０１４年の１８．２％へと上昇し食料に次いで
第２位へ、その他の支出を抜いた（図表９参照）。

② ３０～３９歳
１９９９年まで安定して食料、その他の消費支出が２０％を超えていたが、

２００４年に交通・通信が急増し、２０１４年にはその他消費支出を超えた。食料
は１９８４年は３０％を超えていたが２００４年以降２５％を切ったが、２０１４年に再上
昇した（図表１０参照）。

③ ４０～４９歳
食費の割合が１９８４年の２９．７％から２００９年の２２．５％に減少している。家計

の自由度を示すその他の消費支出はバブル期及び直後に２５％前後になり自
由を味わったがその後急落し２０１４年に１６．９％となった。それに代わる支出
として２００４年から交通・通信が急増している。また教育が１０％前後に伸び
ている（図表１１参照）。

④ ５０～５９歳
自由度が高くかつ余裕のある年代であり、その他の消費支出が圧倒的な

優位さがあったが、バブル後の１９９４年以後減少が続いている。必要経費の
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食料は２０～２５％で推移している。１９９９年以後、交通・通信の顕著な増加が
続いている（図表１２参照）。

⑤ ６０～６９歳
５０～５９歳における自由度の高さは継続しているものの、その他の支出の

割合は５０～５９歳と比べ２．５～５％程度低めとなって２０１４年は食料よりも低
くなった。定年後の生活は自由度のある生活を示すその他の消費支出は押
さえ気味である。必要経費の食料は２５％前後で推移している。交通・通信

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表９ ３０歳未満
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１０ ３０～３９歳

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１１ ４０～４９歳
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１２ ５０～５９歳
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は１９８４年の９．８％から２０１４年の１６．５％へと上昇した。教養娯楽費用は１０％
程度で安定している（図表１３参照）。

⑥ ７０歳以上
食料、その他の消費支出がほぼ２５％前後を占めている。２０１４年に食料が

大幅に増加している。消費税増税による高値、外食、加工食品の増加による
影響といえる。１９９４年のバブル後はその他の支出が大きく増加した。交通・
通信は他の年代に比べると増加が大きくなく、１３．４％である（図表１４参照）。

年代別に５０歳代の余裕が際立っていたが、続く６０歳代の２０１４年のその他
の消費の減少が余裕のなさを示している。

⑷ 年齢別貯蓄現在高・負債現在高
貯蓄現在高、負債現在高について考察する。国土交通省住宅市場動向調

査（２０１９）では、新築マンション契約者は３０～３９歳が最も多く、４９．５％を
占めている。図表１５の２０１４年を見ると３０歳未満ですでに貯蓄より負債が上
回り、図表１６の３０～３９歳で２０１４年の負債額は１０００万円を超えている。図表
１７の４０～４９歳で貯蓄が増えるが２０１４年は負債額の方が大きい。図表１８の５０
～５９歳では負債はかなり減り貯蓄額が増える。多くの勤労者は５０代前半が
給料のピークとなるためこの年代で貯蓄が増える。図表２０の６０～６９歳では
退職金によって貯蓄が増え、かつ多くの人は住宅ローンを完済している。

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１３ ６０～６９歳
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１４ ７０歳以上
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時系列で持ち家率（現住居の）を確認する。３０歳未満では貯蓄現在高は
１９９４年がピークであり貯蓄と負債がほぼ同じ額になるのは２００４年以後であ
る。その後２０１４年は負債が上回るが、持ち家率は３０．１％に上がる。３０～３９
歳は１９９４年まで貯蓄現在高が上回るが持ち家率は１９９４年に底となる。１９９９

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１５ ３０歳未満
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１６ ３０～３９歳

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１７ ４０～４９歳
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１８ ５０～５９歳

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表１９ 勤労者６０～６９歳
出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表２０ 勤労者７０歳以上
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年が貯蓄額のピークであるが、負債が上回る。その後貯蓄額は減少し負債
が大きく上回るようになる。持ち家率は６１．４％まで伸び、３０歳代での不動
産購入の動きがわかる。４０歳代の持ち家率はわずかではあるが減少傾向が
ある。１９８４年から貯蓄現在高が増加を続け、１９９４年には１０００万円を超える
が、負債額はその増加率と比べ低い。２０１４年に負債が貯蓄現在高を上回る。
５０～５９歳は負債の返還が進み、老後に備える体制となる。６０歳代の貯蓄現
在高は退職金で貯蓄額が伸びるが１９９９年以降その額は減少している。７０歳
以上は１９８９年のバブル期に大きな貯蓄現在高であったが以後減少が続く。
２ 世代研究

⑴ 高齢者の就業状況による消費行動及び貯蓄行動の違い
２００９～２０１９年の年齢別就業率は図表２１のとおりである。就業率は年々上

昇している。２００９年は前年のリーマンショック後、世界的な不況の中で日
本でも就業者数、就業率ともに減少した年である。２０１９年に６０歳代前半は
男性８０％を超え、女性は６０％近づいた。６０歳代後半は男性が６０％に近づき、
女性は４０％に近づいた。男性の７０歳までの就業が一般的になりつつある。

団塊の世代についていえば、２００９年に６０歳代前半であり男性７１．４％、女
性４２．９％であった。２０１４年については６０歳代後半となり、男性の就業率は
５０．５％、女性は３０．５％となった。

図表２２には、団塊世代の６０歳台の就業状況の違いによる消費行動、貯蓄
行動の違いを示した。図表によると、勤労者の可処分所得は増えており、
６０歳代の勤労者は黒字であり貯蓄が可能であるが、無職世帯は貯蓄を切り
崩していることがわかる。６５―６９歳の勤労者の黒字と無職者と切り崩し額
はほぼ同じ金額である。６０歳代前半はその他の消費が大きく、自由度の高

男 女
２００９年 ２０１４年 ２０１９年 ２００９年 ２０１４年 ２０１９年

６０―６４歳 ７１．４％ ７４．３％ ８２．３％ ４２．９％ ４７．６％ ５８．６％
６５―６９歳 ４６．９％ ５０．５％ ５８．９％ ２６．３％ ３０．５％ ３８．６％
７０歳以上 １９．６％ １９．９％ ２４．７％ ８．２％ ８．９％ １１．８％

出所 総務省統計局「労働力調査」

図表２１ ２００９年～２０１９年の年齢別就業率
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い生活を送っていることがわかる。
⑵ 世代研究（貯蓄現在高）
図表２３は１９３０～３４年生まれから１９６０～６４年生まれのコーホートについて、

対象年齢時の貯蓄現在高を示したものである。まず高齢者（６５歳以上）に
なる時点と７０歳になる時点で貯蓄の現在高を、図表２４に示した。

１９３５～３９年生のコーホートはバブル期に丁度５０歳代で所得が大きく伸び
る時期と合致しており、その時期の増額が大きい。６５歳となる時点での貯
蓄現在高は最大値であった。また１９４０～４４年生も同様な状況である。

次に６５～６９歳の金額を評価すると１９３０～３４年生のみ貯蓄現在高を増やす
が、他の１９３５～３９年生から１９４５～４９年生の貯蓄が切崩されているのがわか
る。減少額は団塊の世代が最も大きい。この現象は、各コーホートの６０歳
代の家計の詳細分析が必要となるだろう。

⑶ 世代研究（負債現在高）
図表２５は１９３０～３４年生まれから１９７０～７４年生まれのコーホートについて、

対象年齢時の負債現在高を示したものである。高齢者（６５歳以上）になる
時点まで、負債をどの様に抱えたかを示している。

負債を抱える最大の要因は不動産の購入である。国土交通省住宅局
（２０１９）の発表では２０１８年度の住宅一次取得者（初めて住宅を取得した世
帯）の年齢は「３０歳代」が最も多くなっている。特に分譲マンション、分
譲戸建住宅は約６０％を占める。

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」

図表２２ 高齢者の就業状況による消費行動の違い、貯蓄行動の違い
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図によれば、１９３５～３９年生まれのコーホートは５５～５９歳にピーク、１９４０
～４４年生まれは５０～５４歳にピークを持ち、１９４５～１９４９年、１９５０～１９５４年、
１９５５～１９５９年生まれのコーホートは４５～４９歳でピークを持つことがわかる。
それ以降の生まれのコーホートは４０～４４歳でピークを持ち、負債現在高は
より若い時期にピークが移動している。更に１９７０～７４年、１９６５～６９年生の
コーホートでは、３５～３９歳もピークに迫る高い値を持っておりピークが移
行していく可能性がわかる。１９７０～１９７４年生は団塊ジュニア世代であるが、

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」
図表２３ 貯蓄現在高

コーホート ６０～６４歳（千円） ６５～６９歳（千円）
１９３０～３４年生 ２０，０５５ ２１，４５０ 最大値
１９３５～３９年生 ２１，２５６ 最大値 ２０，６２３
１９４０～４４年生 ２１，２３５ １９，３１２
１９４５～４９年生 １９，９０６ １６，９８７
１９５０～５４年生 １８，９３８

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」
図表２４ 貯蓄現在高の評価
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就職氷河期を過ごし、かつ負債が若い時期に発生していることが示せた。
若い世代で４０～４４歳でピークを持つ世代は４０歳代後半、５０歳代前半でピー
クの登りに対応する多額の返済が行われている。この時期の家計の窮屈さ
を示すことができればこれらのコーホートの生活を洗い出すことができる
だろうと考えられる。

Ⅳ．まとめ

先の課題で設定した項目について考察をする。
① 消費構造の変化とその原因を探る

⇒経済の大きな変化がある時点で消費構造は変化しており、大きな影響
を与えていることがわかる。可処分所得の上昇で購買力が増えさらに余裕
も増えた。必需品・モノの所有が満たされた後は、心の豊かさを求める動
きへ、自由度の高い生活はちょうどバブル期に最優先の費目になった。ま

出所 総務省統計局「全国消費実態調査」
図表２５ 負債現在高
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た携帯電話の普及による交通通信費の割合の上昇はバブル期後の不況の中
でも継続している。これはコミュニケーションの取り方そのものも変化し
てきた表れである。関係を求める生活動機の変化の影響もある。
② 高齢者の就業状況による消費行動の違い、貯蓄行動の違い

⇒６０歳以上の就業率は上昇している。６０～６４歳の無職のデータがないた
め比較は６５～６９歳で行ったが、就業している人の黒字高と無職の人の取り
崩し高はほぼ一致している。６０歳代は家計経済上、就業することが普通の
こととなり、貯蓄現在高は上昇するはずであるが、６０歳代の可処分所得は
５０歳代の可処分所得に比べると約４分の３と減少しているので、貯蓄額は
大きくない。現実に貯蓄額は減少している。
③ 団塊の世代は１０年上世代に比べ貧しいと言われている。１０年上の世代

と１０年下の世代に比べての団塊の世代の位置付けは何か
⇒６０～６４歳時点での貯蓄現在高は、１９３５～３９年生まれの世代がピークで

それ以後減少が続いている。団塊の世代も１９３５～３９年生よりも低い値であ
る。しかも６５～６９歳で団塊の世代は年齢の上の世代と比べ大きく貯蓄現在
高を減少させている。前後の世代と比較すると１９３５～３９年生まれの世代を
ピークにしたトレンドの中にあることがわかる。
④ 団塊の世代の６０代は明るいという仮説は正しいか

⇒６０歳代の就業率は年々上昇しており、就業の機会があることがわかる。
就業している勤労者は可処分所得も増加している。しかし消費支出額は減
少しており、消費の活性化は見られない。特に自由度の高いその他の消費
支出は、６０歳代前半に比べて６０歳代後半ではその７８．３％に減少しており、
必ずしも明るいとは示せなかった。

団塊の世代が、新しい消費感覚を示した世代というにはさらに証明が必
要である。

参考文献
天野正子編（２００１）『団塊世代・新論―�関係的自立�をひらく』有信堂

高文社
久我尚子（２０１８）「なぜ消費は活性化しないのか 活性化を拒む６つの理

消費構造の時系列変化と高齢者世帯の生活

４３



由」ニッセイ基礎研レター２０１８／０５／０７、ニッセイ基礎研究所 参照日
２０２０．０８．２０ https:／／www.nli-research.co.jp／files／topics／５８５９４_ext_１８_
０.pdf?site＝nli

高齢者の人口 総務省統計局＞ホーム＞統計データ＞統計トピックス＞統
計トピックスNo.１２１ 統計からみた我が国の高齢者―「敬老の日」に
ちなんで―＞１．高齢者の人口 参照日２０２０．０７．０８ ／https:／／www.
stat.go.jp／data／topics／topi１２１１.html／

国土交通省住宅局（２０１９）「平成３０年度住宅市場動向調査～調査結果の概
要～」国土交通省 ２０１９．３

堺屋太一（１９８０）『団塊の世代』文春文庫
堺屋太一（２００５、a）「特集団塊１０８５万人の『これから』団塊の世代『最高

の１０年』が始まる」文藝春秋、２００５年４月号、pp.９４―１０６
堺屋太一（２００５、b）「新団塊の世代論第二弾『日本病』は団塊と共に去

りぬ」文藝春秋、２００５年５月号、pp.１４８―１５８
堺屋太一（２００５、c）「新団塊の世代論最終回 誇りある『定年以後』を送

るために」文藝春秋、２００５年６月号、pp.１９８―２０９
総務省統計局「全国消費実態調査」１９５９年～２０１４年
総務省統計局「労働力調査」２００９年～２０１９年
チャールズ・ユウジ・ホリオカ、新見陽子（２０１８）「日本の高齢者世帯の

貯蓄行動に関する実証分析」公益財団法人アジア成長研究所 Working
Paper Series Vol.２０１８―０１

中部社研 経済分析・応用チーム（２０１７）「世代別消費構造の変化と近年
のエンゲル係数上昇の要因について～全国、東海３県、北陸３県を中心
として～」中部社研 経済レポート N０.１２

宮本孝二（２０１４）「団塊世代論の中心問題―現代社会論の視点から―」『桃
山学院大学社会学論集』第４８巻第１号、pp.６９―９５

三浦展（２００５）『団塊世代を総括する』牧野出版
由紀草一（２００３）『団塊の世代とは何だったか』洋泉社

経済研究所所報 第２３号

４４



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Average
  /ColorImageResolution 350
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages false
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages false
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


